
（別紙２） 
 

          平成３１年度版 臨時的任用職員・非常勤講師の休暇等の案内 

  埼玉県マスコット「コバトン」                                 埼玉県教育委員会 

 

  臨時的任用職員の年次休暇は、任用期間に応じて付与されます。また、非常勤講師の年次休暇は、週当たりの勤務

日数と採用からの年数（任期が連続している場合）に応じて付与されます。 

  ここでは、「条例 1」、「規則 2」、「運用 3」、「要綱 4」等に基づいて、臨時的任用職員及び非常勤講師の年次

休暇等について紹介します。 

 

臨時的任用職員 
 
◇年次休暇◇ （条例第１３条、規則第８条～第１０条） 

付与日数 

・任用期間により付与されます。その他の取扱いは本務者と同じです。 

・更新された時には、更新後の任用期間に応じた年次休暇日数に、更新前の残日数が加えられます。 

・埼玉県教育委員会の発令による臨時的任用の任用期間満了後、１日空けて新たに埼玉県教育委員会に採用された職員の年次休

暇の日数は、新たな任用の期間に応じた年次休暇の日数に、直前の臨時的任用期間中の残日数（２０日を超える場合にあって

は２０日）を加えた日数となります。 

 

任用 

期間 

１月 

以内 

２月 

以内 

３月 

以内 

４月 

以内 

５月 

以内 

６月 

以内 

７月 

以内 

８月 

以内 

９月 

以内 

10月 

以内 

11月 

以内 

12月

以内 

日数 ２日 ３日 ５日 ７日 ８日 10日 12日 13日 15日 17日 18日 20日
 

 

◇病気休暇◇ （条例第１４条、規則第１１条） 
怪我や病気のため療養する必要がある場合の休暇です。 

取得期間 留意点 

負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないこ

とがやむを得ないと認められる期間です。ただし、９０

日を超えた期間については給料が半減されます。取得単

位は、１日又は１時間です。 

校長に病気休暇簿を提出します。連続する８日以上の病気休暇

の場合、または承認を受けようとする病気休暇の初日前一月間

に通算５日以上の病気休暇を取得している場合は、医師の証明

書等を要します 5。 

 

◇特別休暇◇ （条例第１５条、規則第１２条） 
特別休暇の取扱いは、本務者と同じです。主な特別休暇は「平成３１年度版 市町村立学校職員の休暇等の案内」を御覧ください。 

出産休暇（規則第１２条第１項第１号） 通院休暇（規則第１２条第１項第２号） 

通勤緩和休暇（規則第１２条第１項第３号） 妊娠障害休暇（規則第１２条第１項第４号） 

育児休暇（規則第１２条第１項第５号） 子育て休暇（規則第１２条第１項第６号） 

家族看護休暇（規則第１２条第１項第７号） 短期介護休暇（規則第１２条第１項第８号） 

生理休暇（規則第１２条第１項第９号） 忌引休暇（規則第１２条第１項第１０号）

父母等の追悼のための休暇（規則第１２条第１項第１１号） 夏季休暇（規則第１２条第１項第１２号） 

感染症予防法による休暇（規則第１２条第１項第１３号） 

災害又は交通機関の事故等のための交通遮断休暇（規則第１２条第１項第１４号）  

災害又は交通機関の事故等による危険回避のための休暇（規則第１２条第１項第１５号）  

災害等による、現住居復旧又は一時避難、水・食料等の確保のための休暇（規則第１２条第１項第１６号）  

結婚休暇（規則第１２条第１項第１７号） 出産補助休暇（規則第１２条第１項第１８号） 

男性職員の育児参加のための休暇（規則第１２条第１項第１９号） ドナー休暇（規則第１２条第１項第２０号） 

献血休暇（規則第１２条第１項第２１号） 公民としての権利を行使するための休暇（規則第１２条第１項第２２号）  

官公署へ出頭するための休暇（規則第１２条第１項第２３号）  ボランティア休暇（規則第１２条第１項第２４号） 

 

◇介護休暇◇ （条例第１７条、規則第１４条） ◇介護時間◇ （条例第１７条の２、規則第１７条の２） 
介護休暇及び介護時間の取扱いは、本務者と同じです。「平成３１年度版 市町村立学校職員の休暇等の案内」を御覧ください。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
1 学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例 
2 学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則 
3 「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例」及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則」の運用について（通知） 
4 県立学校等非常勤講師取扱要綱 
5 連続する８日以上の期間の病気休暇の承認を受けようとする場合は、診断書、母性健康管理指導事項連絡カード等が必要です。また、承認を受けようとする病気休暇の開始予定

日前一月間に、５日以上（時間単位も１日）の病気休暇を取得した場合は、診断書、薬袋、病院等の領収書、家族による証明書または管理職による証明書（様式自由）等の提出

が必要です。なお、引き続き７日間を越えない病気休暇であっても、校長がその承認に必要とするものであれば、医師の証明書その他勤務しない理由を明らかにする書面（病院

等の領収書又は薬袋等）の提出を求められる場合があります。 



（別紙２） 
非常勤講師 

非常勤講師の勤務条件等は、要綱によります。 
 
◇有給休暇◇ （要綱第１２条・休暇） 
 
年次休暇 

付与日数 

１年間の所定勤務日数と採用からの年数（任期が連続している場合）に応じて付与されます。取得の単位は原則１日です。 
 
 

1年間の所定勤務日数 

採
用
初
年
度 

２
年
度
目 

３
年
度
目 

４
年
度
目 

５
年
度
目 

６
年
度
目 

７
年
度
目 

８
年
度
目 

９
年
度
目 

10
年
度
目 

 ４８日～ ７２日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 

 ７３日～１２０日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 ７日 ７日 ７日 

１２１日～１６８日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日 11日 11日 11日 

１６９日～２１６日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日 15日 15日 15日 
 

 

夏季休暇 
付与日数 

６月１日から９月３０日までの期間に勤務している場合は、週当たりの勤務日数等に応じ夏季休暇を取得できます。取得の単位

は１日です。 

 
 週所定勤務日数 １年間の所定勤務日数 夏季休暇の日数 

５ 日        ２１７日以上 ３ 日 

４ 日  １６９日～２１６日まで ２ 日 

３ 日  １２１日～１６８日まで １ 日 

 

その他の有給休暇 
その他の有給休暇は次のとおりです。 

病気休暇（公務上の負傷若しくは疾病の場合又は通勤による負傷若しくは疾病の場合の療養に必要な期間） 

忌引休暇 

感染症予防法による休暇 

結婚休暇 

災害又は交通機関の事故等のための交通遮断休暇  

災害又は交通機関の事故等による危険回避のための休暇 

災害等による、現住居復旧又は一時避難、水・食料等の確保のための休暇  

公民としての権利を行使するための休暇  

官公署へ出頭するための休暇 

 

 

◇無給休暇◇ （要綱第１２条・休暇） 

無給休暇は次のとおりです。 

病気休暇（公務上又は通勤による負傷若しくは疾病以外の病気休暇：私傷病による病気休暇） 

出産休暇 通院休暇 通勤緩和休暇 妊娠障害休暇 育児休暇 子育て休暇 家族看護休暇 短期介護休暇 生理休暇  

父母等の追悼のための休暇 出産補助休暇 男性職員の育児参加のための休暇 ドナー休暇 献血休暇 

ボランティア休暇 組合休暇 介護休暇 

 

  


